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はじめに「迷子不動産活用プロジェクト」について

　所有者の死亡や度重なる相続等により、所有者が特定できず、実質的に所有者不明となった土

地・建物（本プロジェクトでは、これら所有者不明の土地・建物を「迷子不動産」と名付けまし

た。）が全国で多数発生しています。

　迷子不動産が放置され、空き地・空き家化することで、地域に防犯・環境衛生上の悪影響を及ぼ

すなど、大きな社会問題となっています。

　また、東日本大震災に際しては、このような迷子不動産の存在により、公共事業や災害復旧の際

に用地を迅速に取得できず、高台に被災者向けの宅地を整備する際に大きな問題となり、早期復興

の妨げとなりました。

　さらには、2017年12月には「2040年には所有者不明土地が約720万ha（これは、北海道の約９割

の面積に相当）にのぼり、経済的損失は累計約６兆円となる」との報告が民間の研究会からなされ

るなど、この問題が一層大きくなっていくことが予測されています。

　同研究会でも指摘されているように、抜本的な問題解決のためには、土地の所有者を国レベルで

管理したり、所有者不明土地の活用のために個人の所有権に大きなメスを入れたりするような法改

正が必要であると考えますが、それらが実現するまでには十分な議論や検討を重ねる等、多くの時

間を費やすことになるでしょう。

　そうこうしている間にも、新たに迷子不動産は発生し、それらが空き地・空き家化していきます。

大げさかもしれませんが、その土地が活用できなくなることは実質的には「国土の損失」に等しい

と言えます。都市計画やまちづくり事業だけでなく、防災や防犯、衛生、景観などの生活環境にお

いて、市民に及ぼす悪影響は計り知れません。

　従って、今、何らの対策を打たずに手をこまねいているわけにはいきません。抜本的な対策が講

じられるまでの間、現状でもできることを考え、行動していかなければ問題は一層深刻化していく

ばかりです。

　そこで本プロジェクトでは、大きな社会問題となっているこれら「迷子不動産」について、主に

固定資産税・都市計画税徴収業務の観点から、①調査等により所有者を特定し、②所有者に管理・

活用を求め、③家庭裁判所の財産管理制度を利用し、④国税徴収法の例により公売（強制売却）す

る、といった手法を研究しました。

　本研究においては、具体的に ①実際に迷子不動産に対応することを通じてのノウハウ蓄積、

②先進事例視察、③フォーラムの開催、④大阪府内市町村へのアンケート調査を行いました。

　その研究内容をまとめたこの報告書は、ただ問題や事例を「報告」するだけでなく、実際に迷子

不動産の活用に取り組む現場で使用された起案文や様式、参考資料なども添付することで、報告書

を読んだ方が所属する自治体において、「実際に使える」「役に立つ」内容となるよう心掛けました。

　この研究内容が多くの自治体において活用され、迷子になっていた不動産が本来の所有者のもと

へ戻り、また新しい所有者と出会い、適切に扱われることで、都市計画やまちづくり事業の妨げと
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なっていたものが解消され、環境衛生が改善され、地域経済の活性化を促し、また固定資産税及び

都市計画税の税収増加に繋がることを期待しています。

 迷子不動産活用プロジェクトチーム
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「所有者不明土地」問題と制度の課題
―迷子不動産活用プロジェクトへの期待―

 東京財団研究員　吉原　祥子

　いま、所有者の居所や生死が直ちに判明しない「所有者不明土地」の問題が日本各地で表面化し

ています。災害復旧、耕作放棄地の解消、空き家対策、固定資産税の徴収などにおいて、土地の所

有者の特定に時間がかかり、支障となる例が各地で報告されています。

　なぜ、代表的な個人財産であり、公共的性格をあわせもつ土地が「所有者不明」になるのでしょ

うか。

　私が所属する東京財団が土地制度を調べ始めたのは2008年、「外資が日本の森を買っている」と

いう問題がきっかけでした。そこから見えてきたのは、そもそも土地の所有・利用を行政が正確に

把握しきれていない日本の土地制度そのものの問題でした。

　日本では、土地の所有・利用実態を把握する情報基盤が不十分です。不動産登記簿、固定資産課

税台帳、農地台帳など、目的別に各種台帳は作成されています。しかし、その内容や精度はさまざ

まで、情報を一ヵ所で把握できる仕組みはありません。その一方で、農地以外は売買規制がないな

ど、個人の所有権は諸外国に比べてきわめて強いという特徴があります。

　ここ数年、メディアでも取り上げられるようになった「所有者不明土地」問題ですが、地域レベ

ルでは必ずしも新しい問題ではありません。

　1990年代初頭には、森林所有者に占める不在村地主の割合が２割を超え、林業関係者の間では、

過疎化・相続増加に伴う相続人把握の難しさが指摘されていました。農業では、相続未登記により

死亡者名義のままの農地が、集約化や耕作放棄地対策の支障となるとして長年問題になっていまし

た。つまり、おもに農林業の関係者の間での問題だったものが、近年、震災復興で大規模に表出し、

空き家対策において都市部でもあらわれてきたことで、広く知られるようになったのです。

　現在の日本の土地制度は、明治の近代国家成立時に確立し、戦後、右肩上がりの経済成長時代に

修正・補完されてきました。地価高騰や乱開発など「過剰利用」への対応が中心であり、過疎化や

人口減少に対応した制度にはなっていません。「所有者不明土地」は、こうした社会の変化と現行

制度の狭間で徐々に広がってきた問題だといえるでしょう。

　今後必要な対策は多岐にわたりますが、なにより重要なのは「予防策」です。耕作放棄地や特定

空き家などに見られる「管理の放置」と、相続未登記という「権利の放置」を未然に防ぎ、地域の

不動産を次の世代が利用できる形で適切に引き継いでいくためには、地域の特性に応じた不動産の

活用取り組みを進めていくことが何より必要です。そして、その経験を成功例だけでなく課題も含

めて、広く共有し他の地域にも役立てていくことが求められます。

　「迷子不動産活用プロジェクト」はまさにそうした先駆的な取り組みだといえます。2017年11月

開催の「迷子不動産活用フォーラム」は、多くの自治体関係者の熱気にあふれていました。所有者

不明土地の問題は、なかなか有効な対策が見出しづらく私自身閉塞感を感じることもありますが、
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自治体の最前線で活躍する職員の方々が創意工夫をしながら前向きに取り組んでいることを知り、

とても勇気づけられました。

　国においても国土交通省はじめ関係省庁が2018年の通常国会に法案を提出するなど、問題解決に

向けて政策が動き始めています。

　代表の岡元譲史氏が指摘するように、空き地や空き家の放置の問題は「メインストリームの話で

はないが、国土の喪失につながる問題」です。地域の空き地・空き家問題について、「三方よし」

（自治体・相続人・地域住民）の解決策を模索し、広めていこうとする本プロジェクトが、今後多

くの地域における地道な取り組みのけん引役となっていくことを期待します。
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１　「2040年には所有者不明化土地が北海道規模に」の衝撃
　「2040年には所有者不明化土地の面積が北海道本島面積９割相当の約720万haになり、経済的損

失は累計約６兆円にのぼる」というニュースに衝撃を覚えた方も少なくないでしょう。

　これは、元総務相であり、現在は東京大学公共政策大学院の客員教授である増田寛也氏が座長を

務める所有者不明土地問題研究会が2017年12月に発表した最終報告書（以下「所有者不明土地問題

研究会報告書」といいます。）によるものです。

　北海道の約９割という広大な土地が所有者不明の状態になるということは想像もつきませんが、

現状、進行している問題に対して何も対策を講じなければ、そのような未来が待っている可能性が

高いということです。

２　東京財団報告書『土地の「所有者不明化」』が示すもの
　この「土地の所有者不明化」問題について、もう１つ重要な資料があります。それが、この問題

について長年にわたり研究・問題提起を重ねてこられた東京財団研究員兼政策プロデューサーであ

る吉原祥子氏が中心となって2016年３月に発表した報告書『土地の「所有者不明化」～自治体アン

ケートが示す問題の実態～』（以下「東京財団報告書」といいます。）です。

　吉原氏らは土地所有者に対する行政関与の代表例であり、問題の定量化がある程度見込まれる

「固定資産税」に着目し、それらを扱う固定資産税担当課に対して調査を行うことで実態把握を試

みました。これまで漠然としていた問題の実態が具体的に示されたことで、解決に向けての礎がひ

とつ、築かれたという印象です。

３　問題の構造
　東京財団報告書において、「土地の所有者不明化」問題の全体像が示されているので、以下に引

用します（図１）。それぞれの項目について補足説明をしておきますが、より詳細な内容について

は東京財団報告書を確認してください。

図１　土地の「所有者不明化」問題の全体像

　　　　　　 Ｙ 　　　　　　　　　（　　　Ｘ１　　　　＋　　　Ｘ２　　）
土地の「所有者不明化」拡大　　　　　硬直化した制度　　　社会の変化
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｘ３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 解決の先送り

X１：国土情報基盤の不備（不動産登記制度など各種台帳の課題、地籍調査の遅れ）
　　ルールの未整備（売買規制、利用規制）
X２：人口減少（土地需要の減少、資産価値の低下、土地への無関心）　　
　　高齢化（相続増加、管理者不足）、不在地主の増加（人口流出、グローバル化）
X３：基礎情報の欠如、財産権の課題、複数省庁（責任の所在が不明確）、費用対効果の問題

（出典：土地の「所有者不明化」～自治体アンケートが示す問題の実態～／東京財団 p５）
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⑴　硬直化した制度（Ｘ１）

　 　そもそも、現在の日本においては「土地の所有者を正確に把握する」ことを目的とした台帳が

ありません。不動産登記簿は、あくまで「第三者に対して権利を主張する際に対抗要件として登

記が必要」というものでしかなく、例えば所有者が死亡し、法律上、相続人がこの不動産を相続

したとしても、相続登記は義務ではないため、登記をしなくても罰せられることはありません。

従って、緊急に権利を主張する必要性がない場合、相続登記がなされずに登記簿上は亡くなった

者のまま放置される事例が後を絶ちません。

　 　また、土地の形状や隣接する土地の筆界を確定する「地籍調査」についても、その実施が遅々

として進まない地域も多く、正常に機能しているとは言い難い状況にあります。

⑵　社会の変化（Ｘ２）

　 　加えて、人口減少と住宅供給の関係から持ち家を所有している者の割合が高くなったことで、

例えば亡くなった両親の家を「持て余す」状況も増えています。また、不動産価格が下落してい

ることから、不動産自体を「負の財産」として捉える傾向が強くなっています。これら土地自体

に関する無関心（「亡くなった父親は先祖代々管理をしてきたようだが、自分には関係ない」と

いった事例）が加わって、相続放棄件数が増加の一途を辿っています。また、第一順位の相続人

である被相続人の子が相続放棄をしたことを、第二順位の相続人である親や第三順位の相続人で

ある兄弟姉妹が知らないまま長期間が過ぎ、相続が幾重にも重なってしまう事例も少なくありま

せん。

⑶　解決の先送り（Ｘ３）

　 　特に大きいのが費用対効果の問題で、亡くなった所有者の相続人を正確に把握するためには、

まず①戸籍謄本等を取得し（膨大な数になる場合も多い）、②家庭裁判所に相続放棄の有無につ

いて照会し、③相続関係図を作成する必要があります。

　 　また、苦労して把握した相続人についても、納税通知書を送付したら相続放棄することも多く、

その場合は原則としてその者を納税義務者から外して対応しなければなりません。時には、「腹

違いの兄弟がいたことを初めて知った」「亡くなった兄とは仲違いをしていた。名前を聞いただ

けでも吐き気がする。なぜ今更になってこんな文書を寄越すのか！」など、相続に関する争いや

揉め事、悪感情に巻き込まれることもあります。非常に大きな労力を要する作業です。

　 　一方、全国的に税収減に伴う予算減の結果、人件費削減のため職員数が減らされている自治体

も多く、「人手が足りない」ことも現実です。

　 　なお、所有者不明化に陥りやすい土地や建物は、資産価値が低いことが多く、固定資産税も少

額の傾向にあります。「人手が足りない」中で、わずかな固定資産税回収のために労力をかけて

相続人把握に努めるよりも、費用対効果の高い業務に対応する方が「最少の経費で最大の効果」

を求める地方自治法の主旨にも合致するため、有り体に言えばこれらの土地については「後回
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し」にされてしまうというのが実情ではないでしょうか。

４　問題解決のための施策に関する提言
　所有者不明土地問題研究会報告書において、土地の所有者不明化問題を解決するために必要な施

策に関する提言が行われています。目指すべき社会像を３つ掲げ、その社会を実現するために必要

なことをまとめており、非常に参考となるものであるため、引用して紹介します（図２）。

　こちらも、より詳細な内容については所有者不明土地問題研究会報告書を確認してください。

図２　所有者不明土地問題解決に向け、今後必要となる施策に関する提言（全体像）

３つのあるべき社会の絵姿 必　要　な　施　策

所有者不明土地を円滑に利活用
／適切に管理できる社会

利活用・管理に係る制度等の見直し・創設、所有者探索の円滑化

各種制度等の円滑な活用のための環境整備

所有者不明土地を増加させない
社会

所有権移転の確実な捕捉

空き地・空き家、遊休農地、放置森林の利活用

土地所有者の責務の明確化、所有権を手放すことができる仕組み
と受け皿の設置

すべての土地について
真の所有者が分かる社会

「土地基本情報総合基盤」（仮称）の構築、活用

現代版検地を実施し、集中期間中に所有者の確定

（出典：所有者不明土地問題研究会　最終報告概要 p18）

５　「迷子不動産活用プロジェクト」誕生の瞬間
　これまでに述べた「土地の所有者不明化」「空き地・空き家」問題について、本プロジェクト

チームの代表である寝屋川市財務部滞納債権整理回収室係長の岡元譲史（以下、本報告書におい

て「岡元」）が、師と仰ぐ方（不動産管理業の経験もある社長）に話をしたところ、「不動産はそこ

にあるのに誰のものか分からない。まるで迷子になっちゃったみたいだね。言うなれば、『迷子不

動産』。早く、本来の持ち主のところに導いてあげないと。」との言葉を頂いたことがきっかけで、

このプロジェクトが生まれました。

　「迷子不動産」。言われてみれば、確かにその通りです。この、迷子になっているかわいそうな

不動産達を、誰かが本来の持ち主のところへ導いてあげる必要があります。迷子不動産に一番近い

場所にいる、私たち基礎自治体の職員一人一人が、その存在を知り、関心を持ち、本来の持ち主の

ところへ導く「案内人」として機能することが大切ではないかと思います。

６　基礎自治体の職員一人一人が迷子不動産の「案内人」に
　土地の所有者が不明状態であり、その土地が容易に利用できないという事態は、大げさかもしれ

ませんが「国土の損失に等しい」と言っても過言ではありません。人々の暮らしを支える基礎自治

体の職員として危機感を抱かずにはいられない、由々しき問題です。
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　土地の所有者不明化問題は「国土損失」として都市計画やまちづくり事業に望ましくない状況を

生み出すに止まらず、「空き地・空き家化」し、防災や防犯、衛生、景観などの生活環境にも悪影

響を及ぼします。また、固定資産税・都市計画税の徴収不能に繋がるなど、税収面においても無関

心ではいられません。

　さらには、これらの問題に対応する職員の人件費も考えると、相当大きな損失を生み出す根源で

あることは間違いありません。

　今回の報告書が地方自治体に対して横断的かつ広範囲に悪影響をもたらすこの大きな問題につい

て、職員一人一人が関心を持ち、「自分は案内人として、迷子不動産たちに何ができるだろうか。」

と考えて頂くきっかけとなって、そうなれば幸いです。
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１　差押えができない不動産
　「迷子不動産活用プロジェクト」の骨子は「土地の所有者不明化や空き地・空き家問題について、

主に固定資産税・都市計画税徴収の観点から、その解決にアプローチする」というもので、メン

バーの大半が市税等の徴収業務経験者です。

　市税等の徴収業務を進めるにあたっては「国税徴収法」という非常に強力な権限ある法律を駆使

して滞納者の財産を調査し、差し押さえた上で、必要に応じて強制売却（公売）するわけですが、

それらの権限が適切に使えない、差押えができない不動産がありました。

　それが、所有者不明状態の不動産です。例えば代表者が死亡しており、会社の実態がない法人所

有の不動産や、相続が幾重にも重なって誰が相続人なのか容易には特定できないような物件、他に

は相続人が全員相続放棄をしており、誰も引き取り手がないようなものもありました。

　課税客体である不動産はそこに存在するものの、納税義務者がいないような状態。所有者不明の

ため、当然に納税通知書の送達先もありませんから、課税もままならない。督促状も送付していな

いため、差押えも公売もできない状態です。

２　費用対効果上の懸念が、案件への着手を躊躇させる
　加えて、このような所有者不明状態の不動産の多くが空き地・空き家の状態であり、かつ放置さ

れている状況でした。経済的価値の見込める不動産は不動産業者が積極的に動き、売却してしまう

ため、要は「売れ残った」不動産、もしくは極端に権利関係が複雑な不動産ばかりでした。

　これらの不動産が抱える問題を解決できるのか、また解決に尽力したところで実際に売却に至る

のか、努力に見合うだけの回収額が見込めるのか、といった費用対効果上の懸念も、案件への着手

を躊躇させました。

　他にも滞納案件はあり、そちらに力をかけた方が高い費用対効果が見込めるのであれば、そうす

ることが「最少の費用で最大の効果を」という地方自治法の理念にも合致するからです。

　そうした要因が絡み合って、所有者が不明で空き地・空き家状態の、本プロジェクトが言うとこ

ろの「迷子不動産」案件については、有り体に言えば「後回し」にされがちでした。これは、第一

章で述べた、固定資産税担当課で起こる現象と構造は同じです。

３　費用対効果の「費用」の定義を広げて考える
　しかしながら、岡元には「迷子不動産に係る費用対効果」について、別の考えがありました。

「 確かに純粋な滞納税の回収金額だけを見れば、費用対効果は悪いかもしれないが、迷子不動産問

題が解消されないまま放置された場合、その土地・建物は使用不可になる。極端に言えば「国土

が喪失する」事態となる。そうなった場合に対応する費用、放置し続けた場合の相続人増加に伴

う調査等費用など、この迷子不動産の対応に係る費用の総額を考えるならば、後回しにするので

はなく、即座に対応することこそが、一番費用対効果が高いのではないだろうか。」
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　この考えの下、岡元は「高額滞納案件の整理回収」や「滞納整理ノウハウの共有」といった、所

属部署である滞納債権整理回収室の本来業務の傍ら、平成23年から少しずつ「迷子不動産」の活用

に取り組み始めました。

　なお、第一章で紹介した「所有者不明土地問題研究会報告書」に記載された2040年の経済的損失

見込額累計約６兆円の内訳については以下の通り（図３）で、税滞納は総額の１％に過ぎず、その

他のコストが99％であり、上記の考えが、あながち的外れではなかったことが裏付けられました。

図３　将来推計：所有者不明土地による経済的損失

大　項　目 小　　項　　目 経済的損失
（2017-2040年の累積）

１ 所有者不明土地を利活用す
る場合のコスト・損失

⑴ 探索コスト 約500億円

⑵ 手続きコスト 算出不可
（一部⑴に含まれる)

⑶ 機会損失 約22,000億円

⑷ 災害発生時の潜在コスト 算出不可

２ 恒常的に発生する
コスト・損失

⑴ 管理コスト 算出不可

⑵ 管理不行き届きによるコスト 約36,000億円

⑶ 税の滞納 約600億円

合　　　　　　　計 約59,100億円
（約６兆円)

（出典：所有者不明土地問題研究会　最終報告概要 p16）

４　迷子不動産の活用における徴収職員の優位性
　迷子不動産の活用に係る取り組みが進めば進むほどに、迷子不動産対応における徴収職員の優位

性を実感することとなりました。

⑴　国税徴収法に基づき公売できる強み

　 　迷子不動産の例として、所有者が行方不明の案件があります。このような案件を放置すれば、

将来的には老朽化による倒壊・崩落問題にも発展しますが、固定資産税担当課では納税通知書を

公示送達するに止まり、その先の対応はなかなか難しい面があります。しかしながら、公示送達

をいくら繰り返しても、不動産は経年劣化で朽ちていくばかりです。

　 　このような不動産について、徴収職員であれば国税徴収法に基づき差し押さえた上で公売（強

制売却）することができます。所有者の所在調査を適切に行った上での公示送達は有効であり、

法的にも何ら問題なく不動産を処分することができるわけです。

⑵　強制的に相続登記を行うことも可能

　 　遺産相続争いで相続人同士の交渉が決裂した後、長期にわたって相続登記も行われず、固定資
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産税・都市計画税も納付されていない案件がありました。

　 　このような場合、市は相続人全員を連帯納税義務者として固定資産税・都市計画税を賦課する

ことができます（なお、相続した年は、未納分について各相続人が法定相続分にて按分した納税

義務を負うなど、純粋な連帯納税義務ではないことに留意。詳細は地方税法第９条参照）。

　 　また、相続人がなおも同賦課額を滞納した場合には、督促状送達後、債権者代位により強制的

に相続登記を行い、不動産の所有権を亡所有者から各相続人へと移転させるとともに、各相続人

の持分を差し押さえることもできるのです。

　 　このように処理を進めていった場合、相続人が取る行動はおおよそ２つのパターンに分かれます。

　 　１つ目は、「公売で安く売られるのは困る」と、相続人が滞納額を完納し、協議の上で不動産

を任意売却するパターン。

　 　２つ目は、相続人からの連絡がないため不動産公売を行い、滞納金を徴収するパターン。公売

後残預金が出れば、供託することとなります。

　 　いずれの案件も、長期にわたって滞納となっていたものが、不動産の名義を強制的に相続人に

変更することで動き出し、迷子不動産状態の解消に繋がります。

５　迷子不動産の公売や任意売却は三方よし
　このように迷子不動産の公売や任意売却に携わって感じたことは、「迷子不動産の公売や任意売

却は三方よし」ということです。

　行政側のメリットとしては、滞納となっていた固定資産税・都市計画税の回収に加えて、空き

地・空き家の活用に伴う効果が見込めます。例えば、空き地に新築の家が建てられて転入者が増加

したり、空き家が店舗にリフォームされて新たな事業が行われたりします。これらのケースでは、

固定資産税・都市計画税の確保に加えて個人・法人市民税の税収増も期待できます。

　また、迷子不動産の周辺住民にとっては地域の環境衛生が改善され、防犯・防災上のリスクも軽

減されることになります。特に連棟式物件の場合、各戸の住人は壁を共有する運命共同体であり、

複数戸あるうちの一戸が空き家となって管理されずに雨漏りすれば、隣家や階下にも悪影響が及び

ます。所有者が不明の状態では、文句を言う先もなければ解決の見込みも立ちません。このような

場合、公売や任意売却によって所有者が変われば、非常に感謝されます。

　さらに買受人にとっては、比較的、安価で不動産を手に入れることができます。物件自体を安価

で手に入れることができれば、改修費用をかけて賃貸物件として活用するなど活用の選択肢の幅は

広がります。まさに、三方よしです。

６　「所有者が特定されていない」等の問題への対応
　迷子不動産の公売を行うためには、①不動産の所有者（納税義務者）が特定されており、②当該

所有者に納税通知書や督促状、差押書や公売通知書といった書類を送達できる必要がありますが、

問題となるのは「所有者が特定されていない」「所有者に書類を送達できない」場合です。
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　例えば、迷子不動産事案の中には①所有者が市外に居住しているが、当該住所地に送達しても

返戻があり、住所地のある自治体に照会しても住民票がない、②所有者は法人であるが、法人所在

地には実態がなく、代表者も死亡している、③所有者が死亡しているが、相続が幾重にも重なって

誰が相続人なのか容易には特定できないといったものがあり、それぞれに適した対応が必要です。

　まず、①については現地訪問も含めて調査を尽くした上で、納税通知書・督促・差押・公売とす

べてを公示送達で行うことで公売手続を適法に進めていくことになります。

　次に、②については法人の状態にもよりますが、地方裁判所に対して一時代表取締役職務代行者

選任申立てを行う、もしくは清算人のスポット運用をした上で送達先を確保し、差押・公売手続き

を進めていきます。

　③については、根気強く相続人を調査していくしかないと思われます。

　固定資産税・都市計画税は原則として毎年１月１日時点の不動産所有者を納税義務者として賦課

されます。所有者が死亡した場合でも、相続登記がなければ登記簿上の所有者は変わらないため、

市が何もしなければ固定資産税・都市計画税を賦課する際の基礎となる固定資産課税台帳の内容に

も変化はなく、市は死亡者に対して課税を続けることとなってしまいます。

　これは「死亡者課税」と呼ばれ、適法な課税ではないため、様々な問題を引き起こします。

　適正課税を行うためには相続人調査を行い、登記簿上の所有者は死亡者のままであっても、固定

資産課税台帳の納税義務者を相続人、つまり生きている人間に変更する必要があります。

　この③に関しては、不動産所有者が死亡しているにも関わらず、現在に至るまで何らかの事情に

より適切に相続人調査が行われていなかったために生じた事態であると思われます。

　その理由について追及することは本報告書の主旨ではないため割愛しますが、一般的にこうした

空き地・空き家不動産の課税額が少額であることから、第一章にて述べたとおり費用対効果の観点

から対応が後手に回ったものであろうと推察されます。

　ちなみに、東京財団報告書によると、全国で少なくとも約200万件が死亡者課税の状態であろう

と推察されています。

７　「自分が相続人であることを認識していない」ため、ねずみ算式に増える相続人
　この「死亡者課税」が引き起こす大きな問題の１つに『相続人が、「自分が相続人であることを

認識していない」事態が起こる』ことが挙げられます。適切に相続人調査を行い、相続人全員に納

税通知書を送付していればこのような事態は生じないのですが、通知がないため自覚・認識する機

会がありません。

　このような案件で多いのが「先順位の相続人が相続放棄したことを知らなかったため、自分が相

続人とは認識していなかった」という状況です。

　相続には順位があり、先順位の相続人が相続放棄をしたり、既に死亡等で存在しなかったりする

場合は、次順位の相続人へと相続が移ります。例えば、不動産所有者が死亡した時に配偶者（常に

相続人）と子（第一順位）が全員相続放棄した場合、まずはその所有者の直系尊属（両親や祖父母
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／第二順位）に相続が移り、直系尊属が既に死亡している場合は兄弟姉妹（第三順位）が相続人と

なります。そのことを知らず、「兄の妻や子が相続放棄していたことを今知った。まさか、兄の財

産を自分が相続することになるとは」と、多くの方が困惑する事態となります。

　また、この認識不足が「数次相続」に繋がり、相続人はねずみ算式に増えます（次ページ図４参

照）。

　例えば、不動産所有者である寝屋川一郎が死亡した場合に、その妻子である和子とはじめが相続

を放棄するとします。一郎死亡時点で両親（相続第二順位）は死亡しているため、法律上、相続は

兄弟姉妹に移ります（図４上部「寝屋川一郎相続関係図」）が、兄弟姉妹はその事実を知りません。

　その後、相続人の一人である香里その子が、「自分は寝屋川一郎の相続人である」ことの認識が

ないままに死亡すれば、香里その子を被相続人とした相続が開始され（図４下部「香里その子相

続関係図」）、夫の南次郎、子の和男、孫の池田清美（子の清子が既に死亡しているため、代襲相

続）の３名が相続人となります。この相続財産の中には、香里その子が「自覚がないまま」に相続

した寝屋川一郎財産も含まれることとなります。

　このように相続が重なることを数次相続といいます。

　数次相続人である香里南次郎、香里和男、池田清美も当然、自分が寝屋川一郎の財産を相続して

いる認識・自覚がないために、寝屋川一郎の相続財産について相続放棄の手続きをすることはあり

ません。この状態のまま、更にこの３名が死亡すれば、その３名の相続人の数だけ寝屋川一郎の相

続財産は拡散していきます。

　数次相続は、代襲相続と違って、血縁関係がない者（この事例でいえば、妹の香里その子の夫で

ある香里南次郎）にまで相続が及びます。

　この繰り返しで、寝屋川一郎の財産の相続人はねずみ算式、雪だるま式に増えていきます。血縁

関係のない者同士が不動産の共有名義人となり、原則として全員の総意がなければ、この不動産は

売却等の処分ができない状態となるわけです。

８　「止血」が必要
　このような事態に陥らないためには、まず「死亡者課税」を防ぐことが肝心です。

　不動産所有者が死亡した場合は速やかに相続人調査を徹底し、必ず相続人を特定した上で納税

通知し、「自分の相続が開始している」と認識させることです。その上で相続を放棄したい者には、

相続放棄してもらえばいいと考えます。

　このように、早期に相続人に対して通知を行い、相続するか放棄するかの判断を求めることを、

本プロジェクトにおいては「止血」のようなものと考えています。「止血」しなければ、相続人増

加の流れは止まることなく、重度の状態になり、解決・回復は困難となります。相続人に対して早

期に判断を迫ることで、相続人の人数をみだりに増やさず、案件の困難度を高めない措置を取るこ

とが必要です。

　相続人全員が相続放棄をすれば、別途相続財産管理人を選任する必要がありますが、ねずみ算式
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に増えた相続人を相手にするよりは負担が少ないと考えます。

　この相続人調査が十分に行えないのであれば、組織としての体制強化が必要です。

　所有者不明土地問題研究会報告書の施策提言にもあった「現代版検地を実施し、集中期間中に所

有者の確定」を行う必要があるものと思われます。滞留していた死亡者課税案件が解決されれば、

あとは毎年発生する死亡案件に対応する体制を整えればいい状態となります。

　「空き家等対策の推進に関する特別措置法」の整備により、空き地・空き家対策において固定資

産課税台帳の情報を使用することが可能となりましたが、課税台帳においても不動産所有者が特定

されていなければ、意味がありません。
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１　寝屋川市における迷子不動産対応
　迷子不動産の対応について、寝屋川市において岡元が平成23年頃から対応してきた取組みを紹介

します。

　毎年、少しずつ取り組みを続け、現在まで47件の迷子不動産案件に対応してきました（図５）。

それらの中から５件を紹介します。

　各案件に係る起案文や様式など、各自治体が同様の事例に取り組むにあたって参考になりそうな

資料も一部加工の上で抜粋して掲載しましたので、活用してください。

　なお、国税徴収法や地方税法等の法令に基づく照会・調査によって得た資料（例えば、以下５で

照会する事例における実際の韓国戸籍の写し（個人情報黒塗り）等）については掲載を差し控えま

した。

　また、報告書枚数制限の都合上、やむを得ず掲載を割愛したものもあります。

　これら資料について、別途お求めの方は巻末記載の連絡先までお問い合わせください（請求者の

属性や利用目的によっては提供できない可能性もありますので、ご留意願います。）。

　図５中の「滞納金回収総額」は相続人に納付を求めた後に行われた自主納付、不動産の任意売却

に伴う一括納付、不動産公売による取立てにより回収した市税滞納額の合計です。

　滞納金回収総額は約2100万円ですから、前章３の図３にて示したように回収税額が経済損失効果

の１％に過ぎないとするならば、単純計算で21億の経済損失を防いだことになります。

　これはあきらかに過剰な評価ですが、少なくとも「街の景観が良くなった」「老朽化した建物が

取り壊され、倒壊や放火等の危険性が緩和された」「放置していれば増加の一途を辿っていたであ

ろう相続人の数を数人に抑えた」といった、数値化できない経済効果があったことは確かでしょう。
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２　相続未登記かつ死亡者課税事案の不動産を債権者代位にて相続登記した上で差押執行
⑴　相続人調査及び相続関係図作成

　 　不動産所有者死亡後も相続未登記状態の案件については、その亡所有者の相続人に対して固定

資産税・都市計画税を賦課・徴収をすることが必要です。よって、戸籍等を取得して相続人調査

を行い、家庭裁判所に相続放棄していないか確認した上で相続関係図を作成します。

⑵　相続意向確認

　 　何らかの事情により長期にわたって相続人調査ができていなかった事案については、「自分が

相続人である」という自覚のない相続人も少なくありません。この場合、突然納税通知書を送付

するよりも、相続に関する意向を確認した上で対応を進めた方がスムーズにいくことが多いため、

岡元が担当した案件については相続意向確認通知を送付しました。

　 　通知後、相続人が相続放棄を希望してきた場合において、「遠縁の甥・姪」など亡所有者と全

く面識がなく、相続放棄をしようにも対象者の生年月日や最後の住所地が分からずに相続放棄手

続きが複雑になることが予測される者については相続放棄に最低限必要な内容を記載した文書を

追加送付することもあります。

　 　なお、不動産所有者の死後すぐに対応できる案件については、ここまで慎重に進める必要はな

いかもしれません。上記のように過剰とも言えるぐらい丁寧に対応することには「今まで不適切

な対応をしてきて、何を今さら」という相続人からの反発を防ぎ、円滑に事務を進める狙いがあ

ります。

⑶　賦課替え（納税通知書の送付）

　 　相続放棄の機会を設けてもなお放棄しなかった者を固定資産税・都市計画税の納税義務者（複

数の場合は連帯納税義務者）とみなし、残った相続人全員に納税通知書を送達します。

　 　この際に補足文書を同封しています。

⑷　督　　促

　 　納期限を過ぎても納付がされない場合、督促状を発布します。

⑸　債権者代位による相続登記及び（持分）差押執行

　 　督促状発布から起算して10日を経過した日までに納付がされない場合、翌日以降に債権者代位

による相続登記を行った上で差押執行します。

⑹　不動産公売

　 　差押後も滞納者から応答がなく、自主納付にも期待できない場合、やむなく不動産公売を執行

します。落札されない場合は、国税徴収法及び同基本通達の規定に基づいて「市場性減価」を適

用して見積価額を減額（最大30％減額）し、再公売します。なおも落札されない場合は、落札さ

れるまで市場性減価の上で再公売を続けます。
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３　耕作放棄地が駐車場に
　既に実態のない法人が所有する27㎡程度の三角地がありました。

　近所の住民が無権限で畑として使用していましたが、その後耕作放棄状態となり、雑草が伸び、

虫が発生し、近隣住民から苦情が寄せられていました。

　調査の結果、入院中の法人代表者と接触することができ、不動産公売を行ったところ、隣接する

駐車場の所有者がこれを落札されました。落札後、同地は土地造成によりかさ上げされ、隣接駐車

場の一部となり、土地周辺の環境衛生が大きく改善された上、駐車場も区画が増え、駐車料収入が

増収となりました。

　多くの方から感謝され、「迷子不動産の公売は三方良しである」という実感を得て、その取り組

みへの熱意を強くしたきっかけとなった案件です。

【Before】 【After】
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４　相続財産管理人選任の上でマンション２室を任意売却
　マンション２室を所有する者が死亡しましたが、配偶者及び子がおらず、両親や祖父母、兄弟も

すべてこの所有者より先に死亡していたため、相続人不存在の状態となっていました。

　状況を確認後、速やかに相続財産管理人選任を申し立て、選任された管理人にマンション２室の

任意売却を依頼しました。間をおかずに２室とも売却され、滞納市税は完納となり、予納金も全額

返還されました。

　相続財産管理人によると、所有者死亡後に滞納となっていたマンション管理費も全額を清算する

ことができ、マンションの管理組合からもお礼を言われたそうです。

【相続財産管理人選任時の予納金について】

　相続財産管理人の選任について、大阪家庭裁判所では原則として予納金100万円を用意する必要

があります。これは主に選任された管理人（大阪家庭裁判所では弁護士が選任される。）の報酬に

充てられます。ただし、預貯金が200万円以上あるなど、報酬を上回る相続財産が確認できる場合

はこの限りではなく、今回の事例も「予納金は20万円」と判断されました。

　また、他にも「上申書を提出し、予納金なしで相続財産管理人が選任された」「市職員が相続財

産管理人になった」といった事例もあります（なお、大阪家庭裁判所では「公平性を期すために、

申立人が連れてきた弁護士を相続財産管理人には選任しません」と言われました。）。

　しかしながら、やはり最大100万円を用意する必要がありますから、１件約100万円の予算を確保

する必要があります。寝屋川市では少しずつ選任実績を積み重ね、すべてにおいて実質収支でマイ

ナスが出ていないことを示し、平成30年度は７件分の選任予算を確保しました。

　また、財政課への説明にあたっては、前章の３、図３で示した「回収税額は、経済効果額の１％

に過ぎない」という資料も参考にされると良いと思います。
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５　滞納者に韓国戸籍を取得させ、債権者代位による相続登記を実施
　韓国から帰化した方が亡くなり、所有不動産が未登記のまま放置されていました。市は当初日本

における戸籍に基づいて相続人である子に対して当該不動産の固定資産税・都市計画税の納税を求

めていましたが、子が納付せず、滞納を放置していたため、やむなく公売を前提に、債権者代位で

相続登記をした上で不動産を差し押さえることを決定しました。

　しかしながら、相続登記には原則として「死亡者（被相続人）が生まれてから亡くなるまでのす

べての戸籍」が必要であり、この場合も「帰化前の韓国戸籍を取得する必要がある」と、法務局担

当者から指摘を受けました。

　そこで、まず韓国における本籍を確認するため、東京入国管理局に「外国人登録原票の写し」を

請求し、これを得ました。

　ところが、日本の戸籍と違い、韓国の戸籍は公用では取得できません。韓国領事館に公用交付を

求めましたが、原則として「日本における韓国戸籍取得にあたって、血縁関係者か、血縁関係者か

ら委任を受けた者にしか戸籍を交付することはできない。」と依頼を却下されました。

　やむなく、滞納者である子から委任を受け、韓国戸籍を取得し、岡元が韓国語の辞書を確認しな

がら翻訳し、上申書を添付した上でようやく相続登記（名義変更）に至りました。

　名義が変更され、不動産公売が可能となった段階になって、滞納者も危機感を抱いたのか、滞納

本税及び督促手数料が一括納付されました。

【外国人所有者が死亡した場合は一気に困難度が高くなる】

　数ある迷子不動産の中でも特に手を焼くのが、「外国人所有者が死亡した場合」です。

　今回のように血縁関係者がおり、戸籍取得に協力してもらえるのであれば難易度は下がりますが、

血縁関係者がいない場合、解決は非常に困難を極めます。

　大阪府内アンケート回答の中にも「外国人所有者が死亡した場合は非常に困難」との記述があり、

多くの職員が困っているのが現状のようです。

　これら「外国人所有者死亡時の相続人調査対応」については、現在の法制度上は限界があり、解

決のための法整備が急務であることを指摘しておきたいと思います。
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６　唯一の相続人がフィリピン人妻である案件について不在者財産管理人を選任
　不動産所有者はフィリピンにて現地女性と現地の方式で婚姻した後に死亡。子はおらず、両親・

祖父母も既に亡くなっており、兄弟姉妹も全員相続放棄したため、フィリピンにいる妻が唯一の相

続人という案件。

　やむなく同妻を納税義務者とし、婚姻時の現地住所宛てで納税通知書を国際郵便送付するも返戻

となったため、公示送達を行いました。

　その後、公示送達による督促、差押及び公売での処理を検討しましたが、事前に相談した法務局

担当者より「不動産所有者が死亡した時点でのフィリピン人妻の生存を証明する記録がないため、

フィリピン人妻を相続人として取り扱うことは困難。従って債権者代位による相続登記はできな

い。」旨の回答がありました。

　試行錯誤の末、フィリピン人妻について「生死及び所在不明者の財産を管理する」不在者財産管

理人選任申立てを実施。

　財産保存を目的に所有者をフィリピン人妻へと所有権移転登記することに成功。

　不動産公売を行うことで、滞納市税の徴収と不動産の活用を見込んでいます。

【上記の結論に至るまでに試行錯誤したこと】

　これらは実現には至りませんでしたが、別の案件で役に立つ可能性もあります。

　１　外国人案件に詳しい仲間に質問

　　 　外国人が絡む不動産案件に詳しい北海道の仲間に相談したところ、「ちょうど、同僚にフィ

リピン人と結婚した職員がいる」とのことで、「バランガイクリアランスという、ものがある

らしい」との情報を得た上、以下手法についてのヒントも教えてくれました。こうした仲間の

存在は有り難いですね。

　２　フィリピン大使館・領事館に対して公用交付依頼

　　 　フィリピン大使館・領事館に対して「フィリピン人妻の生存証明を発行できないか」確認し

ましたが、「そのような証明は発行できない」との回答を得ました。

　３　フィリピン国の法律に詳しい弁護士に依頼検討

　　 　日本弁護士連合会のホームページにて、フィリピン国の法律に詳しいと思われる外国法事務

弁護士を調べ、当該弁護士が所属している事務所に「フィリピン人妻のバランガイクリアラン

ス取得を依頼できないか」と相談したところ、「原則として、取得権限のある依頼者からの受

任を受けて取得するものであり、行政からの公用交付依頼に基づいてバランガイクリアランス

を確実に取得できるか分からない」との回答があり、費用対効果の観点から断念。

　４　現地調査検討

　　　費用対効果の観点から却下

　５　民間のフィリピン人身元調査会社に依頼検討

　　　費用対効果の観点から却下
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先進事例視察報告書（神奈川県 横浜市）

【視 察 日】平成30年１月25日㈭

【視 察 先】神奈川県 横浜市 健康福祉局課 保険年金課
（対　　応）係長　川井　幸生 様

【視察担当】寝屋川市 財務部 滞納債権整理回収室　岡元　譲史

【視察内容】
　特に課税課と納税課の協力体制について伺うとともに、相続財産管理人の活用法や死亡者課
税の問題について、経験豊富な川井氏に尋ねた。

１　課税課と納税課の協力体制の強化について
　 　横浜市においては、課税課と納税課の協力体制の強化について、平成15年度に別紙のとお
り通達がなされている。様式についても併せて参考にされたい。

２　相続財産管理人の活用について
　⑴　相続財産管理人事案
　　 　首都圏の横浜市においては、比較的物件の価値が高く、抵当権者や不動産業者が動く場
合が多い。従って、相続財産管理人を選任する必要がある物件はそう多くないが、それで
も抵当権者がいない不動産や権利関係が複雑な事案など、相続人不存在かつ動きのない案
件については相続財産管理人を選任している。

　　 　なお、横浜市内の家庭裁判所においては、申立人が推薦した者を相続財産管理人として
認めてくれるため、市の事情を理解してくれる弁護士を推薦し、この方に担当してもらっ
ている。

　⑵　相続財産管理人制度について
　　 　破産法に基づく破産のような他の財産管理制度に比べて、相続財産の管理についての民
法上の規定は多くない。つまり、運用が細部にわたって規定されているわけではないため、
裁判官や選任された相続財産管理人の判断によるところが大きい。同じ相続財産の選任で
も各地域の家庭裁判所によって取り扱いが異なるのは、そういった事情によるものと思わ
れる。

　　 　横浜市においても、当初は家庭裁判所から「予納金100万円をお願いします」と言われ
た時に「予算がない。確実に売却までこぎつけるから、予納金は０円にしてください」と
上申書を提出したら、当時の裁判官が許可してくれた事例がある。今は「選任実績がある
のだから、予算をつけてもらってください」と、さすがに予納金０円では対応してくれな
くなったが。

　　 　しかしながら、細部が決められていないということは、交渉の余地があるということ。
「予算がないからできない」などと思考停止に陥るのではなく、色々と試行錯誤して工夫
してみることをおすすめしたい。

　　 　また、相続財産の評価額が低く、相続財産管理人の報酬に満たないであろう場合、予納
金が全額返還されないことが予想される。その場合の費用節約方法として、以下のような
事例もある。
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　　ア　自治体職員が相続財産管理人になる。
　　　 　職員の中に法務に詳しい者がいれば、このようなことも可能である。詳細は東京税務

レポートに事例が掲載されているので参照されたい。
　　イ　名義変更登記を相続財産管理人にさせるのではなく、自治体で行う。
　　　 　相続財産管理人が選任された通知を原因証明情報として、債権者代位による所有権移

転登記を行う。こうすることで、登記手続き分の費用は浮く。この手法については、横
浜市においても実績がある。

３　死亡者課税について ～還付規定と訴訟リスク～
　 　死亡者課税は違法であり、「違法であるから、これを取り消した上で還付加算金を加えて
返還せよ」と訴訟提起された場合、これに応じる必要があると考える。
　 　地方税法上対応できるのは過去５年分であるが、それ以前分についても返還を求められ
た場合には、「相手方が領収書等で立証できる分すべてにおいて還付加算金をつけて返還せ
よ」との判決が下るものと思われる。
　 　返還訴訟となれば、訴訟対応のための費用負担増加（弁護士費用や裁判所出頭のための人
件費、交通費など）や、自治体の信用損失に繋がるため、５年以上に遡及して還付できる体
制を整えた方が総コストは低く済むのではないだろうか。
　 　横浜市には５年以上遡及して返還する要綱・要領があるが、そのような要綱・要領がない
自治体は、作成を検討する必要があるものと思料する。

【視察担当者所感】
　横浜市の市税徴収率及び国民健康保険料徴収率をＶ字回復させた立役者の一人である川井氏
から学ぶことは多く、寝屋川市が抱える案件で何か困ったことがあれば、いつも相談させて頂
いています。
　今回も、お話を伺って背筋が伸びる思いでした。
　「 だいたいにおいて、法律通りに仕事するのが、一番低コストで済むようになっている。地
方税や国民健康保険料の徴収もそう。法律通りに督促後、10日とは言わないまでも、早期
に差押えをするのが、一番回収率が高い。それを先延ばしにするから余計な手間やコスト
がかかってくる。所有者不明化の問題も、やはり早期対応が必要でしょう。後回しにすれ
ばするほど、問題の根が深くなります。」

　本当に仰るとおりだと思います。法律通りに仕事ができるよう、この問題に対する意識向上
や体制強化を図っていく必要があると改めて感じました。

保険年金課のあるビル横浜市庁舎

対応してくださった川井係長
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先進事例視察報告書（静岡県 富士市）

【視 察 日】平成30年１月25日㈭

【視 察 先】静岡県 富士市 財政部 債権対策課
（対　　応）主幹　木村　麗香 様

【視察担当】寝屋川市 財務部 滞納債権整理回収室　岡元　譲史

【視察内容】
１　相続人調査に係る内容
　⑴　各種様式について
　　　調査様式等は寝屋川市で使用しているものとそう変わりはない。
　　 　ただ、「相続人に対するお知らせ」については、あえて簡易なものとし、見た人が連絡
をして頂けるような内容にしている。

　⑵　相続人への通知方法や時期、賦課替えのタイミング
　　 　固定資産税・都市計画税の賦課対象である死亡者については半月に一度、資産税課へリ
ストが上ってくる。死亡者の相続人調査を行い、四十九日を過ぎた頃に相続人代表を調査
するための通知を相続人に送付する。調査が長引くこともあり、その場合は一年以上かか
ることもある。

　　 　調査結果に基づき、次年度の課税から納付義務者を変更する。相続人代表届けが出され
れば未相続分として相続人代表へ納税通知書を送付する。放棄により相続人が不存在と
なった場合には「亡相続財産」として、課税保留を行う（課税保留の基準等を定めた「富
士市固定資産税及び都市計画税課税保留取扱要領」を作成している。）。

　　 　亡相続財産については相続財産管理人が選任された場合、保留分が遡及課税され、相続
財産管理人宛てに納税通知書が送付される。

　⑶　相続人調査体制
　　ア　資産税課
　　　 　相続調査の専従者はおらず、土地担当と家屋担当でそれぞれが相続人調査を行う。両

方所有している場合は主に土地担当者が調査を担当する。
　　　 　なお、土地担当職員は13名（うち臨時職員１名）、家屋担当職員が13名（うち臨時職

員１名）である。
　　イ　債権対策課
　　　　事案担当者が調査を行う。相続放棄されている場合は第三順位まで調査。
　⑷　相続調査研修
　　　平成29年度は木村氏が対応。収納課や資産税課だけでなく、様々な課からの参加があった。

２　迷子不動産の活用
　⑴　財産管理制度の活用
　　 　相続財産管理人申立てについては費用対効果の観点から積極的に行なっておらず、可能
な限り不動産関係者や当該不動産購入希望者に選任を促している。今後、予納金が回収で
きそうな案件があれば選任申立を行いたい。
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　⑵　迷子不動産活用事例
　　 　富士市では空き家事案に滞納があれば積極的に公売する方針であり、代表例としては以
下のようなものがある。

　　ア　空き家を債権者代位による相続登記の上で差押執行し、公売
　　　 　所有者であるＡ及び共有者のＢが死亡し、相続人は娘Ｃ（東京都在住）のみの案件。

空き家状態となって７～８年経過しており、庭木が道路にはみ出ていたり、虫が発生し
たりするなどして周辺住民にとって迷惑となっていた。

　　　 　預金等差押えをするも反応がなく、やむなく債権者代位による相続登記の上で差押執
行。その後も応答がないため東京都内の自宅を訪問するも、こちらも空き家の状態であ
り、別荘として所有するＣ名義の不動産も競売されていたことから自主納付には期待で
きないと判断し、公売執行。落札された後、建物は取り壊されて宅地分譲。滞納額全額
回収の上で残余金は供託した。

　　イ　高齢滞納者の生活再建のために空き家公売を提案
　　　 　所有者Ｄは10年ほど前に病気を期に妻とともに伊豆方面へ療養のため転居。富士市に

ある不動産は空き家状態に。Ｄは高齢・病気のため就労できず、妻が旅館で働いて生活。
不動産以外に換価可能な財産もなく、富士市に戻って生活の予定もないとのことから公
売を提案。売却代金から所有者Ｄと妻の税滞納だけでなく、介護保険料滞納分もすべて
完納した上、残余金を生活費に充てることができた。感情に捉われて、合理的な判断が
できない滞納者に決断を促すことも徴収職員の重要な仕事である。

　⑶　他課との連携
　　 　収納課、資産税課、国保年金課等とは相続人代表届けや相続放棄申述証明書を供覧し、
情報共有を行っている。

　　 　平成29年度に住宅政策課から債権対策課に協力依頼があり、住宅政策課が作成した空き
家リストの中に滞納者がいれば公売を検討するという内容であったが、滞納者はほとんど
おらず、公売可能物件については既に公売中又は公売済みであった。

３　その他
　⑴　納税し、空き家のまま放置する者へのアプローチ
　　 　今回の迷子不動産活用プロジェクトの研究テーマである「滞納処分の観点から空き地・
空き家を公売等により処分・活用する」ことは租税等の滞納解消だけでなく、滞納者の生
活再建への足掛かりともなる、非常に有効な手段である。富士市においても同様の考えか
ら積極的に空き家の公売を進めてきた。

　　 　しかしながら、その取り組みの効果が表れてきた現在、空き地・空き家所有者の多くが
納税者であり、滞納処分ができない状況にある。

　　 　「今は空き家となっているが、いずれは活用したい」「先祖代々の土地なので手放すつ
もりはない」などの理由から、納税しながらも空地・空き家のままで放置されるケースが
多く、これらの事案には違ったアプローチが必要である。

　⑵　「あなたも商店主」事業
　　 　今回の研究テーマからはそれるかもしれないが、富士市商業労政課において、空き店舗
を活用した「あなたも商店主」事業を行っている。また、民間の事例としてNPO法人吉原
宿、富士山まちづくり株式会社などが商店街の空き店舗活用を行っており、このような観
点から空き地・空き家対策に取り組む組織や団体と連携していくことで、より多くの事案
を問題解決へと繋げることができるのではないかと考える。
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【視察担当者所感】
　不動産所有者死亡事案への対応が徹底しており、原則として市内居住者の死亡者課税はなく、
生存者に対して賦課している状態が保たれている（市外の不動産所有者で、所有者は死亡して
いるが相続未登記で同居の者が納付しているケースなど、気付かないうちに死亡者課税となっ
ているものや、外国人所有者死亡案件で相続人を容易に特定できないレアケースは除く）こと
に驚嘆しました。
　加えて、相続人不存在事案については要領を作成して課税保留を行うなど、資産税課の意識
が非常に高いと感じました。
　また、債権担当課においても空き家を積極的に公売するなど、まさに本プロジェクトが研究
している内容を先駆的に実践しており、大変参考になりました。
　木村さんのお話を伺っていると、仕事に対する着眼点や発想に私と共通したものを感じて嬉
しく思いましたが、同じ着眼点・発想でも、実際に実現・体現されている深度はまったく異な
るレベルであり、より一層精進する必要性を強く感じました。
　富士市をモデルケースとして、今後も取り組みを進めていきたいと思います。

富士市民憲章

富士市債権対策課看板

富士市消防防災庁舎から見える富士山。美しい。
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先進事例視察報告書（長崎県 松浦市）

【視 察 日】平成30年１月26日㈮

【視 察 先】長崎県 松浦市 税務課
（対　　応）参事兼管理係 係長　田中　幸義 様
　　　　　　固定資産税係 係長　久保川　茂明 様

【視察担当】寝屋川市 財務部 滞納債権整理回収室　小原　知里

【視察内容】
１　相続人調査に係る内容
　⑴　賦課担当課の死亡把握と相続人対応
　　 　戸籍担当課から相続税法第58条通知に係る照会を受けて、賦課担当課は死亡を把握する。
　　 　賦課担当課より相続人に対して「固定資産税の納税義務者の届出について（お願い）」
を送付し、「現所有者に関する申告書」「被相続人の固定資産税に係る相続人代表者指定届
の提出について」を同封する。

　　※ 「現所有者に関する申告書」……登記名義人が死亡し、相続登記がなされないまま賦課
期日を迎えた場合は、その相続人全員が連帯納税義務者となるが、全員に納税通知書を
送付するには戸籍調査など膨大な事務手続きを要する。従って、まずはとにかく死亡者
課税とならないように代表相続人を決定し、「〇〇外」（○○には代表相続人名を記載す
る）として賦課するために、相続人に対して提出を求めるもの。

　　※ 「相続人代表者指定届」……賦課期日後に登記名義人が死亡した場合に、地方税法第９
条の二に基づき送付するもの。

　⑵　相続人への通知方法や時期、賦課替えのタイミング
　　 　原則として被相続人死亡翌年の課税から、相続人を納税義務者（複数人の場合は連帯納
税義務者）として賦課する。近年、新しく不動産所有者が死亡したものに関しては免税点
未満の不動産であっても全て調査している。

　　 　ただし、現在のように全調査が徹底されていなかった過去の事案で既に死亡しており、
滞納がない場合や免税点未満の場合は、納税義務者が死亡者のままとなっているものもあ
るかもしれない。

　⑶　相続人調査体制
　　 　嘱託職員１人を専任として戸籍調査（相続関係説明図作成）を行っている。
　⑷　固定資産税の納税義務者と相続放棄
　　　現時点での法令及び判例とその解釈に基づき手続きを作成。

２　迷子不動産の処分・活用
　松浦市においても、資産価値の高い不動産や住宅ローンがついている不動産などは買い手が
見つかるため不動産業者が動いたり、抵当権者が競売を申し立てたりして、処分・活用されて
いくため、迷子不動産の状態になり、相続財産管理人を選任せざるを得ないような物件は、権
利関係が複雑であったり、資産価値が乏しいものであったりと、当然に簡単には解決できそう
にない案件である。
　今回、３つの事例について紹介するが、いずれも様々な課題を抱える不動産であった。しか
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しながら、その課題を解決することで様々な知識が身につき、また一緒に問題解決に関わった
職員同士のチームワークも高まった。
　特に事例３の物件については、夏の暑い日に作業着を着て生い茂った茨や大木と格闘しなが
らできる限り綺麗な状態にして、任意売却にまで漕ぎ着けたものであり、売却に至った際には、
携わった職員一同、とても喜んだ。
　迷子不動産事案には簡単には解決できないものが多いが、あきらめずに動き続ける、知恵を
出し続けることが大切である。

【視察担当者所感】
　この問題に取り組み始めたばかりの私にも分かりやすいように丁寧かつ熱心に説明してくだ
さって、普段からの仕事に対する情熱を感じました。
　特に「免税点未満の不動産についても確認する」という点は、あまり聞いたことがなかった
ので、驚きました。迷子不動産活用フォーラム（第六章）で吉原祥子先生も指摘されていたよ
うに、「課税」の観点だけで見ると、「免税点未満で非課税の不動産」は抜け落ちてしまい、ま
すます迷子不動産の増加へと繋がります。是非、多くの自治体で参考にして頂きたい取り組み
だと思いました。
　また、選任された相続財産管理人に任せっぱなしにするのではなく、茨を取り除いたり、大
木を伐採したり、ゴミを処分したりと、少しでも財産価値を磨き、売却価額を高めて回収税額
を大きくするために行動されていることが素晴らしいと感じました。
　さらには、今回対応頂いた固定資産税係の久保川係長が、昨年11月に開催した迷子不動産活
用フォーラムにも参加されるなど、松浦市はこの「土地の所有者不明化」「迷子不動産」問題
について強い関心を持ち、積極的に解決のための情報収集に努められています。
　今後も松浦市と連携して、この問題に取り組んでいけたらと考えています。
　今回、こちらの都合で視察の日程が二転三転したにも関わらず、お二方にはとても快くご対
応頂きました。本当に有り難うございました！

松浦市役所庁舎

対応してくださった田中係長、久保川係長
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先進事例視察報告書（ハックルベリー・フィン合同会社）

【視 察 日】平成30年１月26日㈮

【視 察 先】ハックルベリー・フィン合同会社
（対　　応）官公庁支援事業部　松原　勝利 様（元佐川町収納管理課徴収係長）

【視察担当】東大阪市 環境部環境事業課　上谷　大吉

【視察内容】
　今回の視察は勉強会形式とし、松原氏が高知県佐川町において携わった事例を中心に、隣町
で積極的な滞納整理を進めているいの町職員にも参加いただきこの問題について議論するよう
な形で進められた。

１　迷子不動産の処分・活用
　⑴　財産管理人制度の活用状況
　　 　町では予算がつかないので、高幡機構に移管し機構の予算を使って活用していた事例が
ある。

　⑵　迷子不動産の処分・活用事例
　　　別紙事例集参照。
　⑶　他課との連携
　　 　佐川町の公売では宅地よりも農地の方が買受希望者が多く、ただし、「農業委員会と連
携を行えばもっと高く売れたかもしれない」とのことであった。また、相続案件や共有案
件については、税務課（資産税係）と連携し、遡及しての納税通知などを行っている。

３　課題と対策について
　⑴　都市部と地方部との違い
　　 　都市部では隣接する近隣住民同士の距離が近く、倒壊の危険があったり、衛生上の問題
があったりすれば、近隣からの苦情があり、自治体も把握しやすい。

　　 　しかしながら、地方部では都市部以上に少子高齢化が進んでおり、大幅な人口減少のた
め迷子不動産が原因で治安が悪くなったり、生活上の安全を害したりするような事例がほ
とんどないため、迷子不動産自体を特に問題視する傾向にはなく、土地所有者不明化等に
ついても十分に取り組めていないのが現状のようである。

　　 　「問題意識を持てていない」ということであれば、まず町として問題意識の共有が必要
だと考える。徴収部門と課税部門が連携できている自治体は多いと思うが、迷子不動産を
主に扱う空き家対策部門との連携が不十分な自治体が多いと思われるため、組織全体での
連携をより緊密にすることで、問題意識改善に寄与できるのではないだろうか。

　⑵　財産管理人制度の活用について
　　 　本来であれば相続財産管理人制度や不在者管理人制度等を利用した方が法律的にも事務
の効率的にも優れている場合であっても、不動産の価値が低く、人口減少により買受人が
現れないリスクもあるため、制度を活用するのに必要な予算がつかない状況であるとのこと。

　　 　その対策として、自治体によっては職員によって草刈を行うなど、少しでも売れるよう
創意工夫している自治体もあるようだが、今回伺った佐川町や隣町のいの町では職員数が
非常に少ないため、売りやすくするための工夫すら制限されているとのこと。
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　　 　管理人を選任するための予算がつかないため、地域によっては副町長や副市長が管理人
になる自治体もあるようだが、佐川町を管轄する須崎家庭裁判所においては司法書士等の
士業資格を持った人しか受理していないようである。他には市や町で契約している顧問弁
護士との契約に相続財産管理人になってもらうことを含める方法も考えられるが、佐川町
では実現に至っていないとのこと。

　⑶　焼却灰の埋設確認の必要性（環境の観点より）
　　 　「地方では農地がよく売れる」とのことだが、徴収ではなく環境の観点から留意点を述
べておきたい。昭和60年頃まで（地域によって差はあると思うが）ごみ焼却工場から発生
した焼却灰を田畑に肥料として埋立していた経過があり、平成17年頃の廃棄物処理法の法
改正により、地下に焼却灰が埋め立てられている土地については指定区域に指定しなけれ
ばならないこととなっている。

　　 　当然土地所有者は通知を受けているので知っているはずだが、所有者不明の場合は所管
している都道府県や市町村の台帳（廃棄物処理法第15条の17、18）を確認し、買受人にそ
の旨を知らせる必要がある（昨年話題になった森友学園問題も、地下に廃棄物が埋まって
おり、その処分費用で値引きしたと言われている。）。焼却灰が埋まっていることによって
物件の価値が下がるため、きちんと説明していないと後で不要なトラブルになる可能性が
あると考える。

【視察担当者所感】
　相続財産管理人制度や不在者管理人制度について、自治体の顧問弁護士に顧問契約とセット
で依頼する方法にしてもそうですが、徴収部門単独では限界があるので、まず自治体全体で
「迷子不動産」という問題があることを認識すること、コストをかけずに最大限の成果をあげ
る為には自治体内の横の連携が大切であることが必要であると思いました。
　また、都市部と地方部で同じ迷子不動産という問題でも抱える課題、迷子不動産が地域に与
える影響が違うことを感じました。
　都市部の方が目に見える影響があり、問題解決に向けて自治体も動かざるを得ない状況があ
るので、ある程度問題は解決されると思います。
　地方部に関してはその問題が地域住民に直接与える影響が少ない分、問題意識が芽生えにく
く、ジワジワと地域を荒廃させることで、税収減や景観が悪化することで観光収入も減少し、
地域を衰退させていくやっかいで重大な問題だと感じました。
　問題の解決策として、佐川町では死亡者課税をなくし、相続人に売却を含め適正な管理をさ
せるよう取り組まれているとのことです。
　しかしながら、そもそも佐川町の不動産の資産価値が相対的に低く、手間や負担の方が大き
いため、町外に居住している相続人は非協力的であり、公売で物件を処分しても、充当する固
定資産税課税額も低いため、売却代金の大半は残余金として相続人に返金することとなります。
職員の人件費を考えるとコストパフォーマンスが良いとは言えません。
　現状、特定空き家に対して通常よりも重い固定資産税を課税しているそうですが、地方部で
は課税の基礎となる路線価が低いため、相続人の気持ちを問題解決に向ける有効な対策とは言
えないと考えます。今回の勉強会に同席された、隣町のいの町の職員の方からは「迷子不動産
と言えるような事例はないが、自分の土地を町に寄付したいと言う声はよく聞く」とのお話が
ありました。
　国も、どこの自治体も管理費用や維持費の面で負担になるだけなので行政上目的のない不動
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産の寄付は受けていないことが多いみたいですが、今回の佐川町の事例のように、職員が頑
張って公売した売却代金の大半がずぼらな相続人の懐に入ったり、建物内の動産処分の問題が
発生したりすることを考えると、むしろ所有者が生存している間に積極的に寄付を受け入れて、
公有財産として売却した方が自治体としての収入も多く手間も減らせるのではないかと思いま
した。
　また、それらによって得た収益を基金にすれば、現在困っている相続財産管理人制度の予納
金費用に使うなど、迷子不動産問題解決に有効活用できるのではないかと考えました。
　最後になりましたが、ご対応いただいた松原さん、有り難うございました！

松原　勝利さん（佐川町役場庁舎と）

掲示板。ここに掲示することで公示の効力が発生

無事に落札され、活用される土地
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31

21 20 19
16

31 21 20 19 16

⑴  所有者が死亡状

態のまま相続登

記されず放置さ

れている

⑵  所有者の死亡を

把握することが

困難である

⑶  先順位の相続人

が相続放棄をし

たことを次順位

の相続人が知ら

ない

⑷  適正課税ができ

ていない（死亡

者課税になって

しまっている）

⑸  所有者が行方不

明の状態である
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4
7

1 16 4 7

31
28

22

1 31 28 22

⑴  適正課税をするだ

けの人員が足りない

⑴  固定資産税・都市計

画税が徴収できない

⑵  相続人調査のノウ

ハウがない

⑵  相続人の特定困難化

（住民票除票や再相

続による相続人の増

加）

⑶  死亡者課税に対す

る問題意識自体が

薄い

⑶  迷子不動産が空地・

空家化している

費用対効果の問題。適正課税を行う場合、調査を行う費用と時間が必要となる。また、相続人不存在の場合、
相続財産管理人の選任といった処分を行う上でも、大きな費用がかかってしまう。一方で、相続放棄などもあ
り得ることから、必ずしも納税につながるわけでもなく徴収金として回収するのが困難である。
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22 24

11

2 1

10

1 22 24 11 2 1 10

9

1 0 0

7

16

4

1 9 1 0 0 7 16 4

⑴  徴収担当で相

続人調査をし、

固定資産税担

当に賦課のや

り直しをして

もらう

⑺  上記⑴から

⑹を通じて

名義変更し

た不動産を

公売

⑻  行方不明者

について、

すべての書

類を公示送

達して公売

⑼  条例に基づ

き建物を取

り壊し

⑽  法律に基づ

き行政代執

行により建

物を取り壊

し

⑾  相続人に対

する相続登

記促進

⑿  関 係 各 課

（固定資産

税・まちづ

くり・徴収

など）によ

る情報共有

⒀  空地・空家

対策専門部

署の設置

⑵  固定資産税担

当で相続人調

査をし、賦課

のやり直しを

行っている

⑶  徴収担当で財

産 管 理 制 度

（相続・不在

者財産管理人

選任）を活用

⑷  固定資産税担

当で財産管理

制度（相続・

不在者財産管

理人選任）を

活用

⑸  その他の担当

課で財産管理

制度（相続・

不在者財産管

理人選任）を

活用

⑹  死亡者名義の

不動産につい

て債権者代位

で強制相続登

記を実施して

差押執行
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22

27

19
21

1 22 27 19 21

⑴  賦課担当の相続人

調査徹底（体制構

築）

⑵  相続人に対する相

続登記の意識啓発

⑶ 関係各課の連携 ⑷ 法律の改正
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迷子不動産活用フォーラム開催概要

１　開催日時

　　平成29年11月20日㈪　13時30分から16時30分

２　開催場所

　　マッセOSAKA ５階 大ホール

３　参加人数

　　101名（講師、当日スタッフを含めて）

４　登壇者（敬称略）及び講演内容

　講演録は報告書枚数制限の都合上、やむを得ず割愛しましたが、当日の内容要旨については、各

者「要旨」欄にて示した本報告書中の該当部分を参照願います。

　⑴　所　属　　公益財団法人 東京財団 研究員兼政策プロデューサー

　　　氏　名　　吉原　祥子

　　　演　題　　「所有者不明土地」問題と制度の課題

　　　要　旨　　本報告書冒頭の寄稿文を参照

　⑵　所　属　　ハックルベリー・フィン合同会社　官公庁支援事業部（元佐川町職員）

　　　氏　名　　松原　勝利

　　　演　題　　滞納整理から見た放置不動産

　　　　　　　　徴収率ＵＰのための債権管理の実務：番外編

　　　要　旨　　本報告書第４章の４を参照

　⑶　所　属　　迷子不動産活用プロジェクト代表／寝屋川市職員

　　　氏　名　　岡元　譲史

　　　演　題　　迷子不動産活用の軌跡 ～寝屋川市における事例の共有～

　　　要　旨　　本報告書第３章を参照

６　事前案内・当日次第・参加者の感想

　　次ページ以降参照

83おおさか市町村職員研修研究センター



平成29年度 広域研究支援事業 報告書

84 おおさか市町村職員研修研究センター



第六章　迷子不動産活用フォーラム

第
一
章

第
二
章

第
三
章

第
四
章

第
五
章

第
六
章

第
七
章

85おおさか市町村職員研修研究センター



平成29年度 広域研究支援事業 報告書

86 おおさか市町村職員研修研究センター



第六章　迷子不動産活用フォーラム

第
一
章

第
二
章

第
三
章

第
四
章

第
五
章

第
六
章

第
七
章

 

87おおさか市町村職員研修研究センター





第七章第七章
参 考 資 料

１　 固定資産税の納税義務者が賦課期日前に死亡している

場合の納税義務者について

２　固定資産税過誤納金補填金支払要綱

いずれも複数の自治体の通達や要綱を基に作成したサンプル
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研究員

名　　前 所　　　　　　　　　属

岡　元　譲　史 寝屋川市　財務部　滞納債権整理回収室

田　原　隆　弘 寝屋川市　財務部　滞納債権整理回収室

小　原　知　里 寝屋川市　財務部　滞納債権整理回収室

滝　　　惇　史 寝屋川市　財務部　税務室　固定資産税課

北　野　康　子 吹田市　行政経営部　資産経営室

岡　田　耕一郎 吹田市　行政経営部　資産経営室

上　谷　大　吉 東大阪市　環境部　環境事業課

オブザーバー・迷子不動産活用フォーラム事例発表

松　原　勝　利 ハックルベリー・フィン合同会社

寄稿・迷子不動産活用フォーラム基調講演

吉　原　祥　子 公益財団法人 東京財団　研究員兼政策プロデューサー

スペシャルサンクス

「迷子不動産」命名 西　村　貴　好 一般社団法人 日本ほめる達人協会　理事長

マスコットキャラ命名 田　渕　裕　之 株式会社オフィスザップ
NPO法人LG-net　理事

テーマソング作詞 池　尻　美　緒 大分県職員

外国人案件対応助言 柏　木　将　徳 北海道倶知安町職員

法人案件対応助言 上　田　宏　幸 新潟県阿賀町職員

迷子不動産活用
フォーラムスタッフ

石　田　明　希
松　田　健　作
川　見　麻奈香
栗　林　正　司

大阪府豊中市職員
大阪府東大阪市職員
大阪府東大阪市職員
兵庫県加古川市職員
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迷子不動産活用にあたって参考となる文献など

○　所有者不明問題研究会最終報告書及び報告概要／所有者不明土地問題研究会

○　土地の「所有者不明化」～自治体アンケートが示す問題の実態～／東京財団

○　所有者の所在の把握が難しい土地に関する探索・利活用のためのガイドライン

　　／所有者の所在の把握が難しい土地への対応方策に関する検討会

○　人口減少時代の土地問題／吉原祥子

○　自治体の「困った空き家」対策／宮崎伸光（編著)、ちば自治体法務研究会（著）

○　相続実務に役立つ戸籍の読み方・調べ方／小林直人、伊藤崇、尾久陽子、渡邊竜行

○　所有者不明の土地取得の手引／東京弁護士会法友会

○　未処理・困難登記をめぐる実務／山田猛司

○　渉外不動産登記の法律と実務／山北英仁

○　家庭裁判所における成年後見・財産管理の実務／片岡武、今井繁昌、草部康司、川畑晃一

○　月刊「税」平成30年３月号特集「所有者不明土地等の固定資産税徴収」

　　／柏木恵、川井幸生、岡元譲史、柏木將徳
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あとがき ～今後の展望について～

１　2018年度以降も研究を継続

　 　今年度、大阪府市町村振興協会様より貴重なご支援を頂いた本プロジェクトは、「土地の所有

者不明化や空き地・空き家問題について、主に固定資産税・都市計画税徴収の観点からその解決

にアプローチする」という主旨の下、2018年度以降も継続して独自に研究を続けます。今後、予

定・希望している活動は以下のとおりです。

２　第２回迷子不動産活用フォーラム開催

　 　2017年11月16日に開催した第１回迷子不動産活用フォーラム（本編第６章）について、2018年

度中に第２回を開催する予定です。

　 　第１回フォーラムに参加され、「今後、フォーラム開催等の情報提供を希望する」旨のお申し

出を頂いた方には詳細が決定し次第、開催案内します。

３　迷子不動産活用事例を集積・共有するプラットフォームの構築

　 　一口に「迷子不動産」「所有者不明不動産」といっても、様々なケースがあります。

　 　相続が幾重にも重なり、膨大な数の相続人が存在する事案や外国人所有者の相続が絡む渉外事

案、その他未処理・困難登記事案など、多種多様な問題を抱えた迷子不動産について、その活用

事例や実際に使用された様式などを集積・共有するプラットフォームを作りたいと考えています。

　 　どのような形態になるかは今後検討していくことになりますが、個人情報に配慮しながら、

Web上で事例や情報を交換できる場を作ることができれば、問題解決に悩む自治体担当者の役

に立てるのではないかと思っています。

４　その他団体や研究会との連携

　 　「土地の所有者不明化」や「空き地・空き家対策」は、その問題が幅広いため、様々なアプ

ローチからこの問題の解決を試みている団体、研究会が存在します。

　 　これらの団体、研究会と連携し、情報共有することで、様々な案件に対応できるようになると

考えています。

【迷子不動産活用プロジェクトに関するお問い合わせ】

　岡元　譲史　寝屋川市職員

　〒572-8555 寝屋川市本町１番１号

　電話：072-824-1181（寝屋川市代表）　E-mail：info@maigo-fudousan.net

　　　　※ E-mailにご連絡頂いてからお返事までには時間を要する場合がありますので、もしお急

ぎの場合は電話連絡をお願いします。
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